
地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 ～抜粋～ 
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           国海内第１４９号 
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           国自旅第 １１号 

平成２３年９月３０日 国総支第 ２０号 

           国自旅第 ５０号 

 

 地域公共交通確保維持改善事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付については、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正

化法」という。）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」と

いう。）並びに離島航路整備法（昭和２７年法律第２２６号）及び同法施行規則（昭和２７

年運輸省令第７１号）その他の法令及び関連通知のほか、この要綱の定めるところによる。 
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 第４編 地域公共交通調査事業（第１０６条－第１２３条） 

 

第１編 共通事項 

 （目的） 

第１条 この補助金は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・

実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの

導入等移動に当たっての様々な障害の解消等がされるよう、地域公共交通の確保・維持・

改善を支援することを目的とする。 

 

 （定義等） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

 一 「生活交通ネットワーク計画」とは、地域公共交通の確保・維持・改善のために、都

道府県、市区町村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会（以下「協

議会」という。）又は都道府県若しくは市区町村が、地域の生活交通の実情のニーズを

的確に把握しつつ、当該協議会での議論を経て策定する地域の特性・実情に応じた最適

の移動手段の提供、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの導入等移動に当たっ

ての様々な障害の解消等を図るための取組についての計画をいう。 

 二 「地域公共交通確保維持事業」とは、地域公共交通の存続が危機に瀕している地域に

おいて地域の特性・実状に最適な交通手段を確保・維持するために生活交通ネットワー

ク計画（当該計画に代えて策定される地域間幹線系統確保維持計画、地域内フィーダー

系統確保維持計画、離島航路確保維持計画及び離島航空路確保維持計画を含む。）に基

づいて実施される事業をいう。 

 三～六 略 

 七 「地域公共交通調査事業」とは、地域の公共交通に関する確保維持改善の取組であっ

て、地域公共交通確保維持事業又は地域公共交通バリア解消促進等事業による補助を受

けようとする事業について定める生活交通ネットワーク計画等の計画を策定するため

に必要な調査を行う事業をいう。 

２ 協議会、都道府県又は市区町村は、住民、地域公共交通の利用者、その他利害関係者の

意見を反映させるため、前項第一号の生活交通ネットワーク計画（当該計画に代えて策定

される地域間幹線系統確保維持計画、地域内フィーダー系統確保維持計画、離島航路確保

維持計画、離島航空路確保維持計画及び生活交通改善事業計画を含む。）を策定しようと

するときは、あらかじめ協議会への当事者の参加、アンケート、ヒアリング、公聴会又は

パブリックコメント等を行わなければならない（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業を除

く）。 
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第４編 地域公共交通調査事業 

（補助対象事業者） 

第１０６条 本編における補助対象事業者は、第２条第１項第一号に規定する協議会とす

る。 

 

 （交付の対象等） 

第１０７条 大臣は、補助対象事業者が取り組む地域の公共交通の確保維持改善に係る計画

の策定調査の実施に必要な経費のうち、補助金交付の対象として大臣が認める経費（以下

この章において「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において補助対象事

業者に対し補助金を交付する。 

２ 第１項の大臣が認める補助対象経費及び補助率については、別表２４のとおりとする。

 別表２４ 地域公共交通調査事業 

補助対象経費 補助率 

・地域公共交通の確保維持改善に係る計画の策定に要する経費（協議会

開催等の事務費、地域のデータの収集・分析の費用、住民・利用者アン

ケートの実施費用、専門家の招聘費用、モビリティマネジメントの実施

等地域住民への啓発事業の費用、短期間の実証調査のための費用等） 

定額 

（上限額 

２，０００ 

万円） 

補助金の額 次に掲げる額のうち、いずれか少ない額とする。 

（１）補助対象経費の実績額 

（２）補助金交付決定額 

（３）補助対象経費から当該事業に係る収入に相当する額を控除した額
 

 

 （補助金交付申請） 

第１０８条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、すみやかに様式第

５－１による補助金交付申請書に、地域公共交通調査事業の実施に関する事項を記載した

計画その他の必要な書類を添付し、大臣に提出しなければならない。 
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「地域公共交通確保維持改善について」～抜粋～

１．概要
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２．調査事業について
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３．生活交通ネットワーク計画等について
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４．地域内フィーダー系統補助について


